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1993 年 3 月に慶應義塾大学経済学部経済学科を卒業し、第一生命及び日本貿易振興機構
勤務を経て、2006 年から、みずほ総合研究所（調査本部アジア調査部主任研究員、上席主
任研究員（アジアセミマクロ総括））として勤務した。2008 年より 2016 年度まで 9 年間、み
ずほ総合研究所の業務提携先である中国商務部国際貿易経済合作研究院と中国の政策に関す
る共同研究の主担当を務め、中国政府の産業政策と日本企業への影響に関する知見を習得し






















































第 3 章では、国有セクターにおける中央政府と国有企業の関係に焦点を当てている。この 2
者の関係を、1990 年代から10 年毎に時系列で追うことで、法則性を明らかにしている。1990
年代は国営企業の民営化が進んだが、2000 年代に入ると、中央政府は、国有企業を集約さ
せ、世界レベルの国有大企業を育てようとする意向が強まった。この背景を 2000 年から 2002 
年までの筆者の香港駐在時の調査、2006 年 12 月の北京における現地調査なども踏まえて探っ
ている。 
第 4 章では、国有セクターにおける中央政府と地方政府の関係に焦点を当て、この 2 者の関
係を、1990 年代から10 年毎に時系列で追うことで、法則性を明らかにしている。中央政府と










ある。このことを、前者については 2018 年 12 月のタイにおける現地調査、後者については
2019 年 12 月のカンボジアにおける現地調査から実証している。 




最後に、第 8 章では、第 1 章で掲げた論点に対する結論を、第 1 章から第 7 章までの考察







































て、その組織形態を解き明かしたことになる（第 2 章、第 8 章）。先行研究では中央政府—
地方政府、中央政府—国有企業といった関係は論じられてきたが、3 者による全体の体制構
造を具体的に示した点は本論文の主たる貢献の 1 つといえよう。 
酒向浩二氏は、民間シンクタンクにおいて長年中国経済研究に携わってきた。その経験が遺














論文の主たる貢献の 1 つである。また、第 7 章においては、第 5 章と同様にかかる中国政府
の対外政策への日本企業の対応策について論じられている。 
さて、このように豊富な貢献を含む本論文ではあるが、次のような問題点がないわけではない。
①本研究が政府部門の市場経済への関与の実態に関する中国における事例研究であるとすれ
ば、それがどのような一般性を有するのか、それとも中国における特殊なケースに過ぎないの
か、についても他国との比較研究などを通じて詳細な検討が求められる、②日本企業の対応策
を論じるのであれば、「放」「収」政策に翻弄された日本企業の事例分析なども必要ではないか、
③グローバル化した経済市場における中国政府の存在感を考慮すると、国内市場の分析中心
ではなく、対外貿易政策にも注視すべきである。その意味では、国際収支の詳細データなどを
用いて対外貿易政策の変遷過程を分析してもよかったのではないか、といった点が問題点とし
て挙げられる。 
しかし、これらの問題点は、中国政府の産業振興（特に中央政府、地方政府、国有企業の
関係、「放」「収」政策のバランス関係）に強く焦点を当てた研究だからこそ生じた部分であり、
本論文の価値を損ねるものではない。酒向浩二氏の今後の課題として、さらなる研究を進める
ことを期待して記したものである。 
5.	結論
本論文は、中国政府による産業振興政策を事例分析の対象とし、市場経済における政府
関与の実態、それへの民間企業や外国企業（特に日本企業）の対応戦略を論じたものである。
関係文献を幅広く渉猟し、「放」と「収」という視座で中国政府の産業振興の実態（特に中央
政府、地方政府、国有企業の役割関係）を解きほぐそうとする試みは独自性・新規性に富ん
だものであり、学界に新たな知見を供する学術的に優れた論文である。 
審査委員一同は、酒向浩二氏提出の論文が本研究科の博士論文としての条件を十分に備
え、博士（政策研究）の学位に値すると認めるものである。
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